入 札 説明 書 
「 第 二 浄水 場 ほか 浄水 池 清 掃 等 業務 委託 」 の 入札 に つい て は 、 入 札 公告 文 及 び 関 係 法令 に 定め る も の の ほ 

か 、 こ の 入札 説明 書 に よる も の と する 。 

この 入札 説明 書 は 、 こ の 一 般 競 争 入札 に 関し 、 一 般 競 争 入札 に 参加 し よう と する 者 (以下 「 入 札 参加 者 」 と い 
う 。) が 熱 知 し 、 か つ 、 遵 守 し な けれ ば な ら な い 一 般 的 事項 を 明らか に する も の で ある 。 
1 一 般 競争 入札 に 付す る 事項 
(1) 件 名 第 二 浄 水 場 ほか 浄水 池 清 掃 等 業務 委託 
(2) 仕様 等 入札 説明 書 及 び 仕 様 書 に よる 
(3) 委託 期間 150 日 間 
(4) 委託 場所 北上 市 相去 町 谷 木 ほか 地内 


2 入札 及び 契約 に 関す る 事務 を 担当 する 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地 
〒024-0102 
岩手 県 北上 市 北 工業 団地 5-8 
岩手 県 企業 局 県 南 施設 管理 所 総務 課 
電話 0197-66-3233 (直通 ) FAX 0197-66-3397 


3 入札 参加 資格 
次 の 全て を 満た す 者 で ある こと 。 

(1) 地方 自治 法 施行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 ) 第 167 条 の 4 の 規定 に 該当 し な いも の で ある こと 。 

(2) 入札 の 日 に お いて 、 令 和 4・5・6 年 度 岩 手 県 庁舎 等 管理 業務 競争 入札 参加 資格 者 名 簿 に 清掃 (貯水 槽 ) 
で 登録 され て いる 者 の うち 、 県 南 広域 振興 局 (本 局 、 花 巻 地 区 、 北 上 地区 ) の 区 域 に 本 店 を 有する 者 で ある 
こと 。 

(3) 入札 の 日 に お いて 、 岩 手 県 か ら 産 業 廃棄 物 収集 運搬 業 (汚泥 ) の 許可 を 受け て いる 者 で ある こと 。 

(4) 岩手 県 県 税 条例 ( 令 和 3 年 岩手 県 条例 第 58 号 ) 第 4 条 に 掲げ る 税目 及び 消費 税 の 滞納 が な いこ と 。 

(5) 会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づき 更生 手続 開始 の 申立 を し て いる 者 若しくは 更生 手続 開始 
の 申立 が な され て いる 者 又は 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づき 再生 手続 開始 の 申立 を し て い 
る 者 若しくは 再生 手続 開始 の 申立 が な され て いる 者 で な いこ と 。 

(6) 事業 者 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む 。) 又は 支店 若しくは 営業 所 を 代表 する 者 等 、 そ の 経営 に 関与 す 
る 者 が 、 暴 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 6 号 に 規定 す 
る 暴力 団員 又は 暴力 団 ( 同 条 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 を いう 。 以 下 同じ ) 若しくは 暴力 団員 と 密接 な 関係 を 
有 し て いる 者 で な いこ と 。 

(7 ) 入札 参加 資格 審査 申請 書 の 提出 の 日 か ら 落札 決定 の 日 まで の 間 に 、 岩手 県 か ら 県 営 建 設 工 事 に 係る 指名 停 
止 等 措置 基準 (以下 「 措 置 基 準 」 と いう 。 ) に 基づく 指名 停止 の 措置 又は 庁舎 等 管理 業務 の 委託 契約 等 に 係 
る 指名 停止 の 措置 を 受け て いな いこ と 。 

(8) 岩手 県 か ら 措置 基準 に 基づく 文書 警告 に 伴う 非 指名 の 措置 を 受け て いる 場合 及び 店 舎 等 管理 業務 の 委託 契 

約 等 に 係る 文書 警告 に 伴う 非 指名 の 措置 を 受け て いる 場合 、 入 札 書 提出 日 現在 に お いて 措置 を 受け た 日 か ら 
1 月 を 経過 し て いる こと 。 
また 、 入 札 書 提出 日 か ら 落 札 決定 の 日 まで の 間 に 措 置 基準 に 基づく 文書 警告 に 伴う 非 指名 の 措置 及び 庁舎 


臣 訪 品 


等 管理 業務 の 委託 契約 等 に 係る 文書 警告 に 伴う 非 指名 の 措置 を 受け て いな いこ と 。 


4 入札 参加 者 に 求め られ る 事項 
(1) 入札 参加 者 は 資格 審査 に 必要 な 書類 と し て 、 一 般 競 争 入札 参加 資格 確認 申請 書 (以下 「 申 請書 」 と い 


う 。) に 次 の 関係 書類 を 添付 の うえ 、 令 和 4 年 5 月 24 日 ( 火 ) 午後 5 時 まで に 2 の 場所 に 1 部 提出 し な け 


1 


れ ば な ら な い 。 な お 、 ア の 関係 書類 の 様式 は 任意 と する 。 
ア 事業 所 に 係る 調書 
事業 所 の 所 在 地 、 電 話 、F AX、 設備 ・ 施 設 の 概要 (パン フレ ッ ト 類 で も 可 ) 、 組織 体制 を 記載 する こ 
と 。 
イ 業務 が 履行 で きる こと を 証明 する 書類 (別紙 1) 
国 又は 他 の 地方 公共 団体 に お ける 同種 業務 の 履行 状況 等 
従業 員 の 労働 福祉 の 状況 等 
(2) 申請 書 及び 関係 資料 を 提出 し た 者 は 、 入札 日 の 前 日 まで の 日 に お いて 、 岩 手 県 企業 局 県 南 施 設 管理 所 長 
か ら 当 該 書 類 に 関し 説明 を 求め られ た 場合 は 、 そ れ に 応じ な けれ ば な ら な い 。 
(3) 申請 書 及 び 関 係 資料 は 岩手 県 企業 局 県 南 施設 管理 所 に お いて 審査 する も の と し 、 入札 参加 資格 を 有 す 
る と 認め た 者 に 限り 、 入 札 に 参加 で きる も の と する 。 
な お 、 審 査 結果 は 令 和 4 年 5 月 26 日 ( 木 ) まで に F AX に より 通知 する 。 


5 質問 書 の 受付 及び 回 答 方 法 
設計 図書 等 に 対し て 質問 が ある 場合 は 、 書面 (様式 任意 。 F A X に よる 提出 可 ) に より 令 和 4 年 5 月 24 日 ( 火 ) 
午後 5 時 まで に 、2 に 示す 照会 先 に 提出 する こと 。 
また 、 回 答 は 、 入 札 参加 者 に 対し 令 和 4 年 5 月 30 日 (月 ) 午後 5 時 まで に FAX に より 送信 する 。 


6 入札 の 方 法 等 

(1) 落札 決定 に 当たっ て は 、 入 札 書 に 記載 され た 金額 に 当該 金額 の 100 分 の 10 に 相当 する 額 を 加算 し た 金額 ( 当 
該 金 額 に 1 円 未満 の 端数 が ある と き は 、 その 端数 金額 を 切り 捨て る も の と する 。) を も っ て 落札 金額 と する の 
で 、 入 札 参加 者 は 、 消 費 税 及び 地方 消費 税 に 係る 課税 事業 者 で ある か 免税 事業 者 で ある か を 問わ ず 、 見 積 も 
っ た 契約 金額 の 110 分 の 100 に 相当 する 金額 を 入札 書 に 記載 する も の と する 。 

(2) 入札 書 は 、 直 接 7 の 日 時 、 場 所 に 持参 する こと 。 郵便 、 電 報 、 電 送 そ の 他 の 方 法 に よる 入札 は 認め な い 。 

(3) 入札 書 の 記載 事項 を 訂正 する 場合 は 、 当 該 訂正 部 分 を 線 で 抹消 し 、 入 札 参加 者 の 印 で 押 EI を し な けれ ば な 
ら な い 。 た だ し 、 金額 の 訂正 は 認め な い 。 

また 、 一 度 提出 し た 入札 書 は 、 書 換え 又は 撤回 する こと が で き な い 。 

(4) 代理 人 に より 入札 に 関す る 行為 を させ よう と する 者 は 、 入 札 書 提出 の 前 に 委任 状 を 提出 し な けれ ば な ら な 

い 。 


7 入札 及び 開札 の 日 時 及び 場所 
令 和 4 年 6 月 1 日 ( 水 ) 午後 1 時 30 分 岩手 県 企業 局 県 南 施 設 管理 所 会 議 室 


8 入札 書 に 関す る 事項 
入札 書 は 、 岩 手 県 が 示す 別 添 様式 例 に より 次 の こと を 表示 し 、 押 印 す る こと 。 
(1) 入札 年 月 日 
(2) 入札 参加 者 の 住所 、 氏 名 及び 印 (法人 の 場合 は 、 所 在 地 、 商 号 又は 名 称 、 代 表 者 の 氏名 及び 印 ) 
(3) あて 名 は 、 岩 手 県 企業 局 県 南 施 設 管理 所 長 と する こと 。 
(4) 入札 金額 
(5) 件 名 


9 入札 保証 金 
免除 


10 入札 の 無効 
次 の いずれ か に 該当 する 入札 書 は 、 こ れ を 無効 と する 。 
(1) 競争 入札 の 参加 資格 の な い 者 が 提出 し た 入札 書 


(2) 入札 参加 者 に 求め られ る 事項 を 履行 し な か っ た 者 が 提出 し た 入札 書 
(3) 指定 の 日 時 まで に 所 定 の 場所 に 到達 し な か っ た 入札 書 

(4) 記名 押印 の な い 入 札 書 

(5) 入札 金額 を 訂正 し た 入札 書 

(6) 誤字 脱字 等 に より 必要 事項 が 確認 で き な い 入札 書 

(7) 入札 件 名 の 表示 に 重大 な 誤り が ある 入札 書 

(8) 同一 入札 参加 者 又は 代理 人 が 2 つ 以 上 提出 し た 入札 書 

(9) 委任 状 を 提出 し な いで 代理 人 が 提出 し た 入札 書 

(10) その 他 入 札 に 関す る 条件 に 違反 し て 提出 し た 入札 書 


11 落札 者 の 決定 方 法 

(1) 本 件 調達 に 係る 入札 公告 及び 入札 説明 書 で 示し た 要件 の 全て を 満た し て いる 入札 者 で あっ て 、 企 業 局 契約 
規程 (平成 6 年 企業 局 管理 規程 第 14 号 ) 第 10 条 の 規定 に より 作成 され た 予定 価格 の 制限 の 範囲 内 で 最低 の 
価格 を も っ て 有効 な 入札 を し た 者 を 落札 者 と する 。 

(2) 落札 と な る べき 同 価 の 入札 を し た 者 が 2 者 以上 ある と き は 、 直 ち に 当該 入札 者 に くじ を 引か せ 、 落 札 者 を 
決定 する も の と する 。 

(3) (2) の 同 価 の 入札 を し た 者 の うち 、 立ち 会 わな い 者 又は くじ を 引か な い 者 が ある と き は 、 当該 入札 者 に 代 
わっ て 入札 執行 事務 に 関係 の な い 職 員 が くじ を 引き 、 落 札 者 を 決定 する も の と する 。 


12 開札 に 立ち 会 う 者 に 関す る 事項 
開札 は 入札 参加 者 又は その 代理 人 を 立ち 合わ せ て 行う も の と する 。 た だ し 、 入 札 参加 者 又は その 代理 人 が い 
な い 場 合 は 、 入 札 執行 事務 に 関係 の な い 職 員 を 立ち 合わ せ て 行う も の と する 。 


13 再度 入札 に 関す る 事項 
初度 の 入札 に お いて 落札 者 が いな い 場 合 は 、 2 回 を 限度 と し 、 直 ち に 再度 入札 を 行う も の と する 。 


14 契約 に 関す る 事項 
( 1) 契約 の 手続 き に お いて 使用 する 言語 及び 通貨 は 、 日 本 語 及び 日 本 国 通 貨 と する 。 
(2) 落札 者 は 、 契 約 保証 金 と し て 契約 額 の 10 分 の 1 以上 の 額 を 契約 締結 前 に 納付 し な けれ ば な ら な い 。 
た だ し 、 次 の 場合 に は 契約 保証 金 の 全部 又は 一 部 の 納付 を 免除 する 。 
ア 落札 者 が 保険 会 社 と の 間 に 岩 手 県 を 被 保険 者 と する 履行 保証 保険 契約 を 締結 し 、 当 該 保険 証券 を 提出 し 
た 場合 
イ 落札 者 か ら 委 託 を 受け た 保険 会 社 と 履行 保証 契約 を 締結 し た 場合 
(3) 契約 保証 金 は 、 契 約 の 相手 方 が 契約 を 履行 し な いと き は 岩手 県 に 帰属 する 。 
(4) 契約 条項 は 別 添 契 約 書案 の と お り と する 。 


15 その 他 
(1) 入札 参加 者 又は 契約 の 相手 方 が 本 件 一 般 競 争 入札 に 関し て 要 し た 費用 に つい て は 、 入 札 参加 者 又は 契約 の 
相手 方 が 負担 する も の で ある こと 。 


委託 事 約 書 ( 案 ) 





1 委託 業務 名 第 二 浄水 場 ほか 浄水 池 清 掃 等 業務 委託 | 印 














2 委託 場所 北上 市 相去 町 谷 木 ほか 地内 








3 委託 期間 令 和 4 年 月 日 か ら 
令 和 4 年 月 日 まで 











4 委託 料 金 円 
(うち 取引 に 係る 消費 税額 及び 地方 消費 税額 金 }) 


















































5 契約 保証 金 金 円 
注 ) 契約 保証 金 を 免除 する 場合 は 「 免 除 」 と 記載 する こと 。 
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上 記 の 委託 業務 に お いて 、 甲 と は 、 各 々 の 対等 な 立場 に お ける 合意 に 基づい て 、 別 添 の 条項 に よっ て 公 
正 な 委託 契約 を 締結 し 、 信義 に 従っ て 誠実 に これ を 履行 する も の と する 。 
本 契約 の 証 と し て 本 書 2 通 を 作成 し 、 甲 及び と が 記名 押印 の 上 、 各 自 1 通 を 保有 する 。 






























































































































































岩手 県 
契約 担当 者 岩手 県 企業 局 
県 南 施 設 管理 所 長 室 月 敦 印 
ム 住所 
氏名 


印 


岩手 県 (以下 「 甲 」 と いう 。) と 


侍 : 











第 2 
2 
ど 








(以下 「 忌 」 と いう 。) と は 、 第 二 浄水 場 ほ か 浄水 池 清 掃 


業務 委託 (以下 「 委 託 業務 」 と いう 。) を と に 委託 する こと に つい て 、 次 の と お り 契 約 を 締結 する 。 











条 は 、 こ の 契約 に 定め る も の の ほか 、 別 添 設計 図書 及び 特記 仕様 書 に 従い これ を 誠実 に 実施 する も の と 


























条 は 、 委 託 業 務 に 係る 工程 表 を 作成 し 、 こ の 契約 締結 後 7 日 以内 に 甲 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 



































協議 する も の と する 。 


(立会 及び 指示 ) 


第 3 条 甲 は 、 選 に 対し て 委託 業務 の 実施 に 関し 、 関 係 職員 を 


示さ せる こと が ある 。 
と は 、 委 託 業務 の 実施 に 関し 必要 が ある と 認め る と き は 、 甲 の 指示 を 受け る も の と する 。 


2 








( 監 包 隊員 ) 


第 4 





デュ 


























条 甲 は 、 監 督 職員 を 定め た と き は 、 速 や か に 書 


















































監督 職員 を 変更 し た と きも 同様 と する 。 


と 





主任 技術 者 ) 





第 5 条 と は 、 委 託 業務 の 技術 上 の 管理 を つか さ ど る 主任 技術 者 を 定め 、 こ の 契約 締結 後 7 日 以内 に 主人 

















通 








第 6 


(権利 義務 の 議 渡 等) 


























知 書 (様式 第 1 号 ) に より 甲 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 主任 技術 者 を 変更 し た と きも 同様 と する 。 

















甲 は 、 前 項 の 規定 に よる 工程 表 の 提出 が あっ た と き は 、 速 や か に これ を 審査 し 、 不 適当 と 認め た と き は 、 乙 


し て その 作業 に 立ち 会 わせ 、 又 は 必要 な 事項 を 指 


后 に より その 職 及 び 氏 名 を に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


技術 者 





条 と は 、 こ の 契約 に より 生ずる 権利 又は 義務 を 第 三 者 に 譲渡 し 、 又 は 継承 させ て は な ら な い 。 た だ し 、 あ 











ら か じ め 甲 の 書面 に よる 承諾 を 得 た 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 




















( 再 委託 等 の 禁 上 ) 
条 ご は 、 委 託 業務 の 全部 又は 一 部 を 第 三 者 に 委託 し 、 又 は 請け 負わ せ て は な ら な い 。 
だ し 、 あ ら か じ め 甲 の 書面 に よる 承諾 を 得 た 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 


第 7 
だ 





( 
第 8 
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5 
先 












































内 容 の 変更 、 中 止 等 



























































務 
条 甲 は 、 必 要 が ある と 認め る と き は 、 
へ 
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昔 面 を も っ て 乙 に 通知 し 、 委 託 業務 の 内 容 を 変更 し 、 又 は 委託 業務 
E 部 若しくは 一 部 の 実施 を 一 時 中 止 さ せる こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 委 託 期間 又は 委託 料 を 変更 す 




















る 必要 が ある と 認め られ る と き は 、 甲 、 乙 協議 し て これ を 定め る も の と する 。 
に お いて 、 乙 に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 そ の 損害 を 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に 














2 甲 は 、 前 項 の 場合 
お ける 損害 額 は 、 甲 、 乙 協議 し て 定め る も の と する 。 


















































(委託 期間 の 延長 ) 
第 9 条 乙 は 、 天 災 等 その 責 に 帰す る こと が で き な い 理由 に より 委託 期間 内 に 委託 業務 を 完了 する こと が で き な 


いと き は 、 甲 に 対し て 速やか に 書面 に より その 理由 を 付 し て 委託 期間 の 延長 を 申し 出る こと が で きる 。 こ の 場 
合 に お ける 延長 日 数 は 、 甲 、 乙 協議 し て 定め る も の と する 。 



















































































ー ン 


(損害 の 負担 等 
第 10 条 委託 業務 の 実施 に 関し て 生じ た 損害 (第 三 者 に 及ぼ し た 損害 を 含む 。) は 、 乙 が 負担 する も の と する 。 
た だ し 、 そ の 損害 の うち 甲 の 責 に 帰す べき 理由 に より 生じ た 場合 に つい て は 、 こ の 限り で は な い 。 



















































































(完了 報告 及び 完了 確認 等 
第 11 条 と は 、 委 託 業務 が 完了 し た と き は 、 速 や か に 業務 完了 報告 書 (様式 第 2 号 ) を 甲 に 提出 し な けれ ば な ら 











な い 。 
2 甲 は 、 前 項 に 規定 する 業務 完了 報告 書 を 受理 し た と き は 、 受 理 し た 日 か ら 起 算 し て 10 日 以内 に 完了 を 確認 

































































る た め の 検 査 を 行わ な けれ ば な ら な い 。 


項 の 検査 に 適合 し な か っ た と き は 、 甲 の 指示 に 従い 、 直 ち に この 契約 に 適合 させ る た め の 措 置 を と 




















































































































































































































3 と は 、 前 
ら な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて は 、 当 該 措置 の 完了 を 委託 業務 の 完了 と みな し て 前 2 項 の 規定 を 準用 
する 。 
(委託 料 の 支払 ) 
第 12 条 と は 、 前 条 第 2 項 の 規定 に よる 検査 に 合格 し た 場合 は 、 請求 書 (様式 第 3 号 ) を 甲 に 提出 する も の と す 
る 。 
2 甲 は 、 前 項 の 規定 に より 請求 書 の 提出 を 受け た 場合 は 、 当 該 提出 を 受け た 日 か ら 起算 し て 30 日 以内 に 、 委 旗 
料 を 支払 う も の と する 。 
(部 分 払 ) 





第 13 条 と は 、 委 託 業務 完了 前 に 甲 に 対し 、 委 託 料 の 部 分 払 を 請求 する こと が で きる 。 
冊 定 に よる 部 分 払 を 請求 に うと する と き は 、 甲 に 申し 出 て 当該 請求 に 係る 出来 形 部 分 の 検査 





















































2 乙 は 、 前 項 の 3 
を 受け な けれ ば な ら な い 。 

3 甲 は 、 前 項 の 規定 に よる 申し 
な ら な い 。 

4 甲 は 、 第 2 項 の 規定 に よる 検査 に 合格 し た 部 分 に つき 第 1 項 の 規 
その 請求 を 受け た 日 か ら 起 算 し て 14 日 以内 に 部 分 払金 を 支払 う も の と する 。 




























































































H が あっ た と き は 遅滞 な く 検 査 を 行い 、 当 該 検査 の 結果 を に 通知 し な けれ ば 

















E に 基づい て 乙 か ら 請求 が あっ た と き は 、 
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5 第 1 項 の 規定 に 基づい て 部 分 払い を 請求 で きる 額 は 委託 業務 の 出来 形 部 分 に 対す る 委託 料 相 当 額 (以下 「 出 


来 形 検査 委託 金額 」 と いう 。) の 10 分 の 9 以内 の 額 と し 、 そ の 請求 で きる 回 数 は 委託 料 の 金額 に 応じ 、 次 の 各 
号 に 掲げ る 回 数 を 限度 と する 。 






























































(1) 委託 料 が 1, 0 00 千 円 未満 の 場合 1 回 
(2) 委託 料 が 1, 000 千 円 以上 5, 0 0 0 千 円 未満 の 場合 2 回 
(3) 委託 料 が 5, 0 0 0 千 円 以上 の 場合 3 回 
(履行 の 追 完 請求 ) 


























第 14 条 甲 は 、 が 実施 し た 委託 事業 に 契約 の 内 容 に 適合 し な いも の が ある と き は 、 と に 対し 、 履行 の 追 完 を 請 
求 す る こと が で きる 。 
2 前 項 に 規定 する 場合 に お いて 、 甲 が 相当 の 期間 を 定め て 履行 の 追 完 の 催告 を し 、 そ の 期間 内 に 履行 の 追 完 が 
な いと き は 、 甲 は 、 乙 に 対し 、 委 託 料 の 減額 を 請求 する こと が で きる 。 

3 前 2 項 の 規定 は 、 申 の と に 対す る 損害 賠償 の 請求 及び 解除 権 の 行使 を 妨げ な い 。 






















































































( 族 行 遅延 に お ける 違約 金 等 ) 





















































第 15 条 と が 、 そ の 南 に 帰す べき 理由 に より 委託 期間 (第 9 人 条 の 規定 に 基づく 変更 後 の 委 託 期 間 内 を 含む 。 以 下 
同じ 。) 内 に 委託 業務 を 完了 する こと が で き な い 場合 に お いて 、 委 託 期間 経過 後 相当 の 期間 内 に 完了 する 見 込 
み が あ る と 認め る と き は 、 甲 は 、 か ら 違 約 金 を 徴収 し て 委託 期間 を 延長 する こと が で きる 。 

2 前 項 の 規定 に よる 違約 金 の 額 は 、 委 託 料 の 額 か ら 出来 形 委 託 金 額 を 控除 し た 額 に つき 遅延 日 数 に 応じ 、 
2. 5 パー セン ト の 割合 で 計算 し た 額 と する 。 
























































| 




































































3 甲 の 責め に 帰す べき 理由 に より 第 12 条 第 2 項 の 規定 に よる 委託 料 の 支払 い が 遅 れ た 場合 に お いて は 、 と は 、 
























































未 受領 金額 に つき 遅延 日 数 に 応じ 年 2.5 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 額 の 遅延 利息 の 支払 い を 甲 に 請求 する こ 
と が で きる 。 


























( 甲 の 催告 に よる 解除 権 ) 









































第 16 条 甲 は 、 が 次 の 各 王 の いずれ か に 該当 する と き は 、 相当 の 期間 を 定め て その 履行 の 催告 を し 、 その 期間 
内 に 履行 が な いと き は 、 こ の 契約 を 解除 する こと が で きる 。 た だ し 、 そ の 期間 を 経過 し た 時 に お ける 債務 の 不 
履行 が この 契約 及び 取引 上 の 社会 通念 に 朋 ら し て 軽微 で や る と き は 、 こ の 限り で は な い 。 


に 










































































Q) 地方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 221 条 第 2 項 の 規定 に 基づき 甲 が 行う 調査 を 妨げ 、 若しくは 同 項 の 



























































月 


規定 に 基づき 甲 が 求め る 報告 を 拒み 、 又 は 第 3 条 若 し く は 第 11 条 第 3 項 の 規定 に よる 甲 の 指示 に 従わ な か っ 
た と き 。 
(②) 正当 な 理由 が な く 、 業 務 に 着手 すべ き 期 日 を 過ぎ て も 業務 に 着手 し な いと き 。 


(3 履行 期間 内 に 業務 が 完了 しない とき 、 又 は 履行 期間 経過 後 相当 の 期間 内 に 業務 を 完了 する 見 込み が な いと 
認め られ る と き 。 



















































































































































































(4) 契約 の 履行 に つい て 不正 の 行為 を し た と き 。 
(5) 前 各 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 こ の 契約 に 違反 し た と き 。 








( 甲 の 催告 に よ 
第 17 条 甲 は 、 


ら な いり 解除 権 ) 

















選 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 








(1) 不正 の 手段 に より 委託 料 の 支払 い を 受け た と き 。 
(2) と が 次 の いずれ か に 該当 する と き 。 
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関す る 法律 





(平成 3 年 法律 第 77 号 ) 
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mm 


禁 力 団 ( 茜 カ 








本 

















= 


役員 等 が 自己 、 











ワウ 




















H 社 若しくは 第 三 者 の 不正 の 利益 を 


填 






































第 2 条 第 2 与 に 規定 する 桑 力 
は 禁 力 団員 が 経営 に 実質 的 に 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 


直ちに この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 





役員 等 (て が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は その 支店 若 レ 
く は 常時 委託 業務 等 の 契約 を 締結 する 事務 所 の 代表 者 を いう 。 以下 この 号 に お いて 同じ 。) が 苗 力 
員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 
員 (以下 この 号 に お いて 「 舞 力 





填 
第 2 条 第 6 与 に 規定 する 項 力 団 














員 」 と いう 。) で ある と 認め られ る と き 。 
員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法科 
以下 この 号 に お いて 同じ 。) 又 【 





け 














を いう 。 














区 


























、 禁 力 








団 又 は 禁 力 団員 を 利 





1] す る な ど し た と 認め られ る と き 。 





た と 











役員 等 が 、 友 力 団 又は 桑 力 





団員 に 対 














し て 資金 等 を 供給 し 、 又 は 




















は 積極 的 に 又 力 団 の 維持 、 














ジョ 中 三 ! 


区 員 等 が 禁 力 団 又 は 禁 力 

















オ 加 











運営 に 協力 し 、 
員 


る 目的 又は 第 三 者 に 























カ 

















再 委託 契約 又は 資材 、 原 材 

















の 購入 契約 その 他 の 契約 に 当たり 、 








中 害 を 加え る 目的 を も 























硬 宜 を 供与 する な ど 直 接 的 ある い 
若しくは 関与 し て いる と 
と 社会 的 に 非難 され る べき 関係 を 有 





認め られ る と き 。 
し て いる と 認め られ る と き 。 
その 相手 方 が ア か ら オ まで の い 








ずれ か に 該当 する こと を 知り な が ら 、 当 該 者 と 契約 を 締結 し た と 認め られ る と き 。 


キ 乙 が ア か ら オ まで の いずれ ヵ 











これ に 従わ な か っ た と き 。 


(契約 が 解除 され た 場合 の 契約 保証 金 ) 











手 方 と し て いた 場合 ( カ に 該当 する 場合 を 除く 。) に 





























第 18 条 第 16 条 又は 第 17 条 の 規定 に より 甲 が この 契約 を 解除 し た と き は 、 





に 帰属 する も の と する 。 








2 
注 1 


第 18 条 削除 





( 乙 の 催告 に よる 解除 権 ) 














第 19 条 と は 、 甲 が この 契約 に 違反 し た と き は 、 相 当 の 遇 








に 履行 が な いと き は 、 











( 乙 の 催告 に よら な い 解 除 権 ) 


















































間 を 定め て その 履行 の f 
この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 た だ し 、 そ の 期間 を 経過 し た 時 に お ける 債 
務 の 不履行 が この 契約 及び 取引 上 の 社会 通念 に 照ら し て 軽微 で や る と き は 、 




















ゝ に 該当 する 者 を 再 委 託 契 約 又は 資材 、 原 材料 の 購入 契約 その 他 の 相 
、 甲 が と に 対し て 当該 契約 の 解除 を 求め 、 選 が 











の 納付 し た 契約 保証 金 は 、 甲 











前 項 の 規定 は 、 委 託 料 の 支払 い が あ っ た 後に お いて も 適用 する も の と する 。 ( 和 ま 1) 
企業 局 契約 規程 に より 契約 保証 金 を 免除 する 場合 は 、 第 18 条 を 次 の よう に 改め る 。 

















借 告 を し 、 そ の 期間 内 
































この 限り で な い 。 


第 20 条 乙 は 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 直 ち に この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 
(1) 第 8 条 第 1 項 の 規定 に より 委託 業務 の 内 容 を 変更 し た た め 、 委 託 料 が 当初 の 委託 料 の 3 分 の 1 以下 と な る 
どき 。 
(2 第 8 条 第 1 項 の 規定 に よる 委託 業務 の 中 止 期間 が 委託 期間 の 10 分 の 5 の 期間 を 超え た と き 。 た だ し 、 中 止 
が 委託 業務 の 一 部 の み の 場 合 は 、 そ の 一 部 を 除い た 他 の 部 分 の 委託 業務 が 完了 し た 後 3 月 を 経過 し て も 、 な 
お その 中 止 が 解除 され な いと き 。 


















































(契約 が 解除 され た 場合 等 の 違約 金 ) 

第 21 条 選 は 、 第 16 条 又は 第 17 条 の 規定 に より この 契約 が 解除 され た 場合 に お いて は 、 委 託 料 の 10 分 の 1 に 相当 
する 額 を 違約 金 と し て 甲 の 指定 する 期限 まで に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 

2 前 項 の 場合 に お いて 、 契 約 保証 金 の 納付 又は これ に 代わ る 担保 の 提供 が 行わ て て いる と き は 、 甲 は 、 当 該 下 
約 保証 金 又は 担保 を も っ て 前 項 の 違約 金 に 充当 する こと が で きる 。 ( 注 2) 

注 2 企業 局 契約 規程 に より 契約 保証 金 を 免除 する 場合 は 、 第 21 の 2 を 次 の よう に 改め る 。 
第 21 条 の 2 削除 




























































































(契約 解除 の 場合 に お ける 契約 金額 の 返 避 ) 

第 22 条 と は 、 第 16 条 又は 第 17 条 の 規定 に より この 契約 が 解除 され た 場合 に お いて 、 す で に 契約 金額 の 支払 い が 
な され て いる と き は 、 甲 の 定め る と ころ に より 、 契 約 金額 を 返還 する も の と する 。 

2 乙 は 、 前 項 の 規定 に より し な けれ ば な ら な い 場 合 に お いて 、 こ れ を 甲 の 定め る 納期 限 ま で に 納付 し な か っ た 
と き は 、 納 期限 の 翌日 か ら 納付 の 日 まで の 日 数 に 応じ 年 2. 5 パー セン ト の 割合 で 計算 し た 遅延 利息 を 甲 に 支払 わ 
な けれ ば な ら な い 。 












































































































































(不当 介入 に 対す る 措置 ) 
第 23 条 ご は 、 こ の 契約 の 履行 に 当たっ て 、 テ 松 力 団 又は 暴力 団員 に よる 不当 な 要求 又は 契約 の 適正 な 履行 の 妨害 
を 受け た 場合 は 、 甲 に 報告 する と と も に 警察 官 に 通報 し な けれ ば な ら な い 。 






































(調査 等 ) 
第 24 条 甲 は 、 必 要 が ある と 認め る と き は 、 と の 委託 業務 の 処理 状況 に つい て 調査 し 、 若 し く は 乙 に 報告 を 求め 
る こと が で きる 。 



































(秘密 の 保持 等 

第 25 条 (の 代理 人 、 使 用 人 、 そ の 他 の 従業 者 を 含む 。) は 、 委 託 業務 の 実施 に あたっ て 知り 得 た 事項 を 他 
人 に 漏らし 、 若 し く は 委託 業務 の 成果 に 関す る 記録 (委託 業務 の 実施 過程 で 得 ら れ た 記録 等 を 含む 。) を 他人 
に 関 覧 させ 、 又 は 譲渡 し て は な ら な い 。 


ー ン 

























































































( 補 則 ) 
第 26 条 この 契約 に つい て 、 疑 義 を 生じ た と き 、 若 し く は 、 こ の 契約 に より 難い 事情 が 生じ た と き 、 又 は 、 こ の 
契約 に 定め の な い 事 項 に つい て は 、 甲 、 乙 協議 し て 定め る も の と する 。 
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様式 第 1 号 



































県 南 施設 管理 所 長 様 











和 症 儲 打 答 考 

















次 の と お り 主 任 技術 者 を 定め た の で 、 通 知 し 3 


受注 者 














3 























委託 業務 名 第 一 浄水 場 ほか 














水池 清 


指 


『 等 業務 委託 











委託 場所 北上 市 相去 町 谷 木 ほか 地内 





























































































































委 託 料 金 
契約 年 月 日 令 和 年 月 日 
令 和 年 月 日 
委託 期 間 
至 令 和 年 月 日 
主任 技術 者 





( 注 ) 経歴 書 等 を 添付 の こと 。 
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様式 第 2 号 









































県 南 施設 管理 所 長 様 


SR 
Hf 


主 所 








氏 名 








= 幸 区 人 千 甘 














日 次 の 業務 を 完了 し た の で 、 報 告 し ます 。 





立 

hn 
RT 
けけ 

Ne 












































委託 業務 名 第 二 浄水 場 ほ か 浄水 池 清掃 等 業務 委託 




















委託 場所 北上 市 相去 町 谷 木 ほか 地内 





































































































委託 料 金 
契約 年 月 日 令 相 年 月 日 
令 和 年 月 日 
委託 期 間 
至 令 和 年 月 日 
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様式 第 3 号 




































































































































































令 和 年 
岩手 県 企業 局 
県 南 施 設 管理 所 長 様 
住 所 
受注 者 
氏 名 
言 青 = ミミ 
次 の と お り 請 求 し ます 。 
請求 金額 人 円 金 ) 
委託 業務 名 第 二 浄水 場 ほ か 浄水 池 清 掃 等 業務 委託 
委託 場所 北上 市 相去 町 谷 木 ほか 地内 
委 託 料 金 円 
前 回 まで の 受領 済 額 の 内 訳 
第 1 回 円 第 3 回 円 
第 2 回 円 ョ 円 
振込 先 銀行 名 
銀行 店 預金 口座 番号 
( 注 ) 請求 金額 ( 金 ) 欄 に は 、 請 求 の 別 を 部 分 払 又 は 、 精 算 払 と 表示 する こと 。 
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